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平成 28 年度「こころの健康度・生活習慣に関する調査」結果概要 

1. 目  的 

平成 23年 3月 11日発生の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故以降、放射

線への不安、避難生活、財産の喪失及び恐怖体験等により、精神的苦痛や心的外傷（トラウマ）を負

った県民のこころの健康度や生活習慣を把握し、適切なケアを提供するため、平成 23年度から県民

健康調査「こころの健康度・生活習慣に関する調査」を実施し、支援を行っている。 

平成 23 年度から平成 27 年度の調査結果を踏まえ、引き続きこころの健康状態及び生活習慣の

推移を見守り、継続して支援を行うことを目的とした。 

2. 方  法 

(１)対  象 

・ 平成 23年 3 月 11 日から平成 24年 4 月１日までに避難区域等に住民登録をしていた方。 

なお、この方については、避難区域等を転出後も対象とする。 

・ 平成 28年 4 月 1日時点で避難区域等に住民登録をしていた方。 

・ 上記以外で、基本調査の結果必要と認められた方。 

208,044 人（平成 29 年 10月 31 日現在） 

〔避難区域等〕 

広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村、南相馬市、 

田村市、川俣町の全域及び伊達市の一部（特定避難勧奨地点関係地区） 

0 歳～3 歳用 ：平成 25年 4 月 2 日から平成 28年 4 月 1日までに生まれた方 3,668 人 

4 歳～6 歳用 ：平成 22年 4 月 2 日から平成 25年 4 月 1日までに生まれた方 4,194 人 

小 学 生 用 ：平成 16年 4 月 2 日から平成 22年 4 月 1日までに生まれた方 10,479 人 

中 学 生 用 ：平成 13年 4 月 2 日から平成 16年 4 月 1日までに生まれた方 5,837 人 

一 般 用 ：平成 13年 4 月 1 日以前に生まれた方 183,866 人 

(2)方  法 

調査票（自記式または保護者回答）を郵送した。 

(3)集計対象期間 

平成 29年 2 月 2日から平成 29年 10 月 31 日までとした。 

 

(4)回答者数および有効回答数 

回答者数（回答率）は、0歳～3歳用が 798人（21.8％）、4歳～6歳用が 889人（21.2％）、小学生

用が 2,231人（21.3％）、中学生用が 1,002 人（17.2％）、一般用が 37,530 人（20.4％）であった。 

有効回答数（有効回答率）は、0歳～3歳用が 798人（21.8％）、4歳～6歳用が 889人（21.2％）、

小学生用が 2,209 人（21.1％）、中学生用が 1,002 人（17.2％）、一般用が 37,466 人（20.4％）であっ

た。 

調査区分ごとに、各項目について結果を集計した。集計結果は、結果報告書のとおりである。な

お、各項目に欠損値があるため、合計は上記有効回答数と一致しない場合がある。また、結果報告

書の割合（％）は、端数処理を行っているため、合計が 100％にならない場合がある。 
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3. 結  果 

(1)0 歳～3 歳 

・ 対象 3,668 人のうち、有効回答数は 798 人(21.8％)であった。 

・ 健康状態は、99.4％が特に問題はない（「きわめて良好」、「良好」、「普通」）と回答しており全体

として良好な結果が得られ、平成 27年度調査（98.7％）と比較し、わずかに増加した。 

・ 平均睡眠時間は 9時間 53分、平均昼寝時間は 1時間 54分であり、平成 27年度調査（平均睡

眠時間 9時間 52分、平均昼寝時間 1時間 56分）と同程度であり、同年代の全国調査１)におけ

る幼稚園年少児（3 歳児）の睡眠時間（10 時間 7 分）と比べても大きな違いはなかった。 

 

(2)4 歳～6 歳 

・ 対象 4,194 人のうち、有効回答数は 889 人(21.2％)であった。 

・ 健康状態は、99.5％が特に問題はない（「きわめて良好」、「良好」、「普通」）と回答しており全体

として良好な結果が得られ、平成 27年度調査（99.1％）と比較し、同程度であった。 

・ 運動習慣では、普段運動を「ほとんどしていない」が3.5％と、平成27年度調査（4.6％）と比べて、

減少傾向にあった。 

・ 平均睡眠時間は 9時間 37分、平均昼寝時間は 1時間 33分であり、睡眠時間と平均昼寝時間

は平成 27年度調査（平均睡眠時間 9時間 40分、平均昼寝時間 1時間 30分）と同程度であり、

同年代の全国調査１)における幼稚園年長児（5 歳児）の睡眠時間（9 時間 55 分）と比べても大き

な違いはなかった。 

・ 子どもの情緒と行動に関するアンケート(SDQ 日本語版) は、有効回答 888人のうち、先行研究

のスクリーニング得点である 16点以上が 11.1％、支援基準である 20点以上が 3.9％であった。

これは平成 27 年度調査（16 点以上 10.8％、20 点以上 3.2％）と比較すると、16 点以上の割合

は同程度であったが、20点以上の割合はわずかに増加傾向にあった。 

男女別にみると男児では有効回答 432 人のうち、16 点以上が 13.0％、20 点以上が 4.6％で

あり、平成 27 年度調査（16 点以上 12.5％、20 点以上 3.8％）と比べて 16 点以上、20 点以上と

もに、わずかに増加傾向にあった。女児では有効回答 456 人のうち、16 点以上が 9.4％、20 点

以上が 3.3％であり、平成 27 年度調査（女児：16 点以上 9.1％、20 点以上 2.6％）と比べて、16

点以上は同程度であったが、20 点以上はわずかに増加傾向にあった。 

16 点以上の割合を調査時住所別にみると、県内では有効回答 710 人のうち 10.4％、県外で

は有効回答 178人のうち 14.0％であった。平成 27年度調査（県内 10.9％、県外 10.5％）と比べ、

県内の割合はわずかに減少し、県外の割合は増加傾向にあった。 

 

(3)小学生 

・ 対象 10,479 人のうち、有効回答数は 2,209人(21.1％)であった。 

・ 健康状態は、98.9％が特に問題はない（「きわめて良好」、「良好」、「普通」）と回答しており、全

体として良好な結果が得られ、平成 27 年度調査（98.7％）と同程度であった。 
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・ 運動習慣は体育以外の運動を「ほとんどしていない」が 32.8％と、平成 27 年度調査（30.5％）と

比べて、増加傾向にあった。平成 25年度の全国調査で示された、学校の体育の授業以外で運

動を「ときたま」または「しない」と回答した群が男児11.8％、女児23.4％という報告３)と比較すると、

運動習慣が少ない傾向が認められた。 

・ 睡眠時間は、平均で 8時間 52 分であった。これは平成 2７年度調査（8 時間 54 分）と同程度で

あり、全国調査２)と比べて（男児：9 時間 00分、女児：8 時間 56分）同程度であった。 

・ SDQは、有効回答 2,207人のうち、16点以上が 12.6％、20点以上が 4.6％であった。これは平

成 27年度調査（16点以上 13.7％、20点以上 5.７％）と比較すると、16点以上の割合、20点以

上の割合ともに減少傾向であった。 

男女別にみると男児では有効回答 1,109 人のうち、16 点以上が 15.0％、20 点以上が 6.4％

であり、平成 27 年度（16 点以上 15.8％、20 点以上 7.0％）と比べて 16 点以上、20 点以上とも

にわずかに減少傾向にあった。女児では有効回答 1,098 人のうち、16 点以上が 10.3％、20 点

以上が 2.8％であり、平成 27 年度（16 点以上 11.4％、20 点以上 4.3％）と比べて、いずれも減

少傾向にあった。 

16 点以上の割合を調査時住所別にみると、県内では有効回答 1,681 人のうち 12.0％、県外

では有効回答 526 人のうち 14.8％であった。平成 27 年度調査（県内 12.5％、県外 17.1％）と

比べ、県内、県外ともに減少傾向にあった。 

 

(4)中学生 

・ 対象 5,837 人のうち、有効回答は 1,002 人（17.2％）であった。 

・ 健康状態は、96.9％が特に問題はない（「きわめて良好」、「良好」、「普通」）と回答しており、全

体として良好な結果が得られ、平成 27 年度調査（97.１％）と同程度であった。 

・ 運動習慣は体育以外の運動を「ほとんどしていない」が30.8％であり、平成27年度調査（29.3％）

に比べて増加した。 

・ 睡眠時間は、平均で 7時間 6 分であり、平成 27年度調査（7時間 7分）と同程度であった。 

・ SDQは、有効回答数 915人のうち、16点以上が 12.3％、20点以上が 4.9％であった。これは平

成 27 年度調査（16 点以上 11.6％、20 点以上 4.5％）と比較すると、16 点以上の割合はわずか

に増加、20 点以上の割合は同程度であった。 

男女別にみると男子では有効回答 483 人のうち、16 点以上が 13.7％、20 点以上が 6.0％で

あり、平成 27 年度調査（16 点以上 11.6％、20 点以上 4.6％）と比べて、いずれも増加傾向であ

ったが、女子では有効回答数 432 人のうち、16 点以上が 10.9％、20 点以上が 3.7％であり、平

成 27 年度調査（16 点以上 11.6％、20 点以上 4.5％）と比べて、いずれもわずかに減少傾向で

あった。 

16 点以上の割合を調査時住所別にみると、県内では有効回答 724 人のうち 11.0％、県外で

は有効回答 191人のうち 17.3％であった。平成 27年度調査（県内 10.9％、県外 13.9％）と比べ、

県内は同程度、県外は増加傾向にあった。 
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〈子ども全体のまとめ〉 

・ 運動習慣については運動をほとんどしていない群の割合は増加傾向にあることが示唆された。 

・ 睡眠時間は平成 27 年度調査と同程度であった。 

・ 子どものこころの健康度を評価する指標として SDQ を用いた。日本の被災していない一般人口

を対象とした先行研究４)における SDQ16点以上の割合(9.5％)と比較すると、全ての調査区分で

依然として高かった。平成 27 年度調査と比べると、各調査区分、性別、調査時住所別によって

増加と減少はばらつきが見られた。 

 

 

(5)一般（平成 13 年 4 月 1 日以前に生まれた方） 

・ 対象 183,866 人のうち、有効回答数は 37,466 人（20.4％）であった。 

・ 健康状態は、83.0％が特に問題はない（「きわめて良好」、「良好」、「普通」）と回答しており、平

成 27 年度調査（82.9％）と同程度であった。 

・ 睡眠については、60.7％の方が不満を持っていたと回答し、平成 27 年度調査（60.5％）と同程

度であった。 

・ 運動については「ほとんどしていない」方が 42.2％であり、平成 27年度調査（42.7％）と比較して、

やや減少した。 

・ 現在喫煙者は 15.4％であり、平成 27 年度調査（16.8％）と比較して減少した。 

現在飲酒者は 41.1％であり、平成 27年度調査（41.0％）と同程度であり、多量飲酒者（1日 2合

以上飲酒）の割合は 8.2％であり、平成 27 年度調査（7.8％）と同程度であった。問題飲酒者の

割合を男女別にみると、男性は 17.1％、女性は 9.2％で、平成 27 年度調査（男性：17.2％、女

性：9.0％）と同程度であった。 

・ 平成 28年度調査で K6が 13 点以上であった割合は 6.8％であり、平成 27 年度調査（7.1％）と

同程度であった。平常時の日本の地域住民では 3.0％が該当したと報告されており５）、平常時

の日本の地域住民よりは依然として高い値を示していた。男性の 13 点以上が 6.4％であったの

に対し、女性の方が 7.2％と高く、この傾向は平成 27年度調査と同様であった。年齢別では、20

代で 13点以上が 8.8％と最も高く、60代で 4.9％と最も低かった。平成 27年度調査との比較で

は、10代で 13点以上の割合が増加しており、70代以上では割合が減少していた。それ以外の

年代ではほぼ同じ割合だった。 

13 点以上の割合を調査時住所別にみると、県内では有効回答 26,975 人のうち 6.4％、県外

では有効回答 4,662 人のうち 9.4％であり、平成 27 年度調査（県内 6.6％、県外 9.7％）と同程

度であった。 

・ トラウマ反応をみるための PCL-4は、12点以上が 9.9％であった。男性の 12点以上が 9.0％で

あったのに対し、女性の方が10.7％と高かった。年齢別では、70代以上が15.5％と最も高く、10

代が 3.0％と最も低かった。 

12 点以上の割合を調査時住所別にみると、県内では有効回答 25,746 人のうち 9.6％、県外

では有効回答 4,517 人のうち 11.7％であった。 

・ 放射線の健康影響についての認識については、がんの発症など後年に生じる健康障害（後年

影響）の「可能性は極めて低い」と回答したのは 34.8％、「可能性は低い」は 32.7％、「可能性は
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高い」は18.5％、「可能性は非常に高い」は14.0％であった。平成27年度調査（可能性は高い：

19.0％、可能性は非常に高い：13.8％）と比べて、可能性が高い又は非常に高いと回答した方

の割合は同程度であった。 

・ 将来生まれてくる自分の子や孫など次世代以降の人への影響（次世代影響）が起こる「可能性

は極めて低い」と回答したのは 31.0％、「可能性は低い」は 32.9％、「可能性は高い」は 20.9％、

「可能性は非常に高い」は 15.2％であった。平成 27 年度調査（可能性は高い：22.0％、可能性

は非常に高い：15.6％）と比べて、可能性が高い又は非常に高いと回答した方の割合は減少傾

向にあった。 

・ こころや身体の問題が生じた場合の相談先は、「ある」が 89.1％、「ない」が 10.9％であった。「あ

る」と回答した方の相談先（複数回答）は、「家族・親戚」が 28,329 人と最も多く、続いて「友人・

知人」が 15,591 人、「精神科以外の医療機関」が 8,464 人であった。平成 27 年度調査（ある

73.8％）と比べて増加傾向にあった。 
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